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 証券コード２４３５

 平成29年６月14日

株 主 各 位
北九州市小倉北区大畠１丁目７番19号

株 式 会 社 シ ダ ー
代表取締役社長 座 小 田 　 孝 安

第36回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第36回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、平成29年６月28日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送
くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時30分
２．場 所 福岡県北九州市小倉北区浅野１丁目１番１号

ステーションホテル小倉（ＪＲ小倉駅ターミナルビル）
TEL（093）541－7111
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項
報 告 事 項 １．第36期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第36期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第 １ 号 議 案 定款一部変更の件
第 ２ 号 議 案 取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.cedar-web.com）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策を背景に、企業

収益や雇用環境の改善傾向が続くなかで、景気は緩やかな回復基調で推移

いたしました。一方、海外においては、新興国経済の下振れによる懸念や

英国のＥＵ離脱問題、米国の新政権の政策等の影響による海外経済の不確

実性の高まりにより、景気の先行きについては不透明な状況が続いており

ます。

　介護サービス業界においては、高齢社会の進行に伴い、介護サービスの

需要は一層拡大することが予想されます。一方、平成27年度介護保険法が

改正され、介護報酬の引き下げにより、サービスの質の向上及び人材の確

保が経営上の最重要課題となっております。また、平成29年度の介護報酬

改定では、介護人材の処遇改善について、職場定着の推進、介護サービス

事業者等による昇給や評価を含む賃金制度の整備・運用状況などを踏まえ、

事業者による、キャリアアップの仕組みの構築を促すため、更なる加算の

拡充が行われております。

　このような状況のもと当社グループにおきましては、有料老人ホーム３

施設を新規開設しており、積極的な施設展開を図ってまいりました。収益

面では、主に新規に開設した施設において、新規利用者の獲得と充実した

サービスの向上に努めました。利益面では、景気の回復傾向に伴う求人費

用及び人件費の上昇、新規開設施設の初期費用などにより、原価が大きく

増加しました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は127億33百万円（前連結会計年度比

8.5％増）となり、営業利益は１億45百万円（前連結会計年度比56.7％減）、

経常損失は１億36百万円（前連結会計年度は経常利益70百万円）、親会社

株主に帰属する当期純損失は１億37百万円（前連結会計年度は親会社株主

に帰属する当期純利益9百万円）となりました。
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　当社といたしましては、株主の皆様への利益還元は重要な課題であると

認識しておりますが、将来の事業展開と経営体質の強化、当期の業績や経

営環境等を総合的に勘案した結果、当期の剰余金の配当につきましては、

誠に遺憾ではありますが、無配とさせていただきたいと存じます。

　株主の皆様には、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

　セグメント別の状況は次のとおりであります。

セ グ メ ン ト 別 売 上 高 前 期 比 増 減

デ イ サ ー ビ ス 事 業 3,379百万円 2.1％

施 設 サ ー ビ ス 事 業 8,464百万円 11.3％

在 宅 サ ー ビ ス 事 業 842百万円 6.4％

そ の 他 事 業 46百万円 105.4％

合 計 12,733百万円 8.5％

１．デイサービス事業

　当セグメントにおきましては、既存デイサービス施設のサービスの質

の向上により施設稼働率の向上に努めてまいりました。また、労務費を

中心としたコスト管理を徹底してまいりました。その結果、売上高は33

億79百万円（前連結会計年度比2.1％増）、セグメント利益は４億６百万

円（同30.9％増）となりました。

２．施設サービス事業

　当セグメントにおきましては、新規及び既存の有料老人ホームの入居

者獲得に注力し、入居率の向上に努めました。また、当連結会計年度に

おきまして、大阪府大阪市に「ラ・ナシカこのはな」、神奈川県横浜市

に「ラ・ナシカ上大岡」、神奈川県横須賀市に「ラ・ナシカよこすか弐

番館」を新規開設いたしました。その結果、売上高は84億64百万円（同

11.3％増）、セグメント利益は６億７百万円（同18.0％減）となりまし

た。
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３．在宅サービス事業

　当セグメントにおきましては、利益率の改善のため人員配置や業務手

順の見直し等、効率的な運営に取り組むことに注力してまいりましたが、

売上高は８億42百万円（同6.4％増）、セグメント損失は51百万円（前連

結会計年度はセグメント損失33百万円）となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は20億87百

万円で、その主なものは、新規開設の有料老人ホーム３施設、既存デイ

サービス１施設の移転用地費用及び翌連結会計年度以降に開設予定の有

料老人ホーム１施設の建築費用等となります。

③　資金調達の状況

　銀行からの長期借入により６億円、短期借入により30億50百万円の資

金調達をいたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 33 期

平成26年３月期
第 34 期

平成27年３月期
第 35 期

平成28年３月期

第 36 期
（当連結会計年度）
平成29年３月期

売 上 高(千円) 10,415,465 10,791,150 11,731,771 12,733,681

経常利益又は　
経常損失（△）

(千円) 132,762 △245,956 70,648 △136,726

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 77,909 △368,369 9,421 △137,988

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 6.79 △32.10 0.82 △12.02

総 資 産(千円) 13,963,670 14,864,297 16,285,014 18,043,252

純 資 産(千円) 1,396,848 1,018,207 1,028,440 888,495

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 121.72 88.73 89.62 77.42

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株

当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．平成26年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

第33期連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純

利益又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 33 期

平成26年３月期
第 34 期

平成27年３月期
第 35 期

平成28年３月期

第 36 期
（当事業年度）
平成29年３月期

売 上 高(千円) 9,873,168 10,242,422 11,159,728 12,134,872

経常利益又は　
経常損失（△）

(千円) 94,049 △283,537 47,533 △134,479

当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）

(千円) 34,123 △386,360 1,267 △132,986

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 2.97 △33.67 0.11 △11.59

総 資 産(千円) 13,165,180 14,129,712 15,607,596 17,345,742

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 121.52 86.91 87.02 75.43

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株

当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．平成26年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

第33期事業年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社パイン 40百万円 100.0%
介護付有料老人ホ
ームの運営
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(4) 対処すべき課題

①介護保険制度の改正について

　平成27年４月に介護報酬が改定され、高齢者ができる限り住み慣れた地
域で尊厳を持って自分らしい生活を送ることができるよう、「地域包括ケ
アシステム」の構築に向けた取り組みが提言されております。今回の報酬
改定の基本的な考え方として、中重度の要介護者や認知症高齢者への対応
の更なる強化、介護人材確保対策の推進、サービス評価の適正化と効率的
なサービス提供体制の構築の三点に集約されております。

　　今回の改定では、2.27％のマイナス改定とされておりますが、処遇改善
分1.65％及びサービス充実分0.56％を除くと、実質的には4.48％のマイナ
ス改定となっております。

　　さらに、平成29年度の介護報酬改定で、介護人材の処遇改善について、
職場定着の推進、介護サービス事業者等による昇給や評価を含む賃金制度
の整備・運用状況などを踏まえ、事業者による、キャリアアップの仕組み
の構築を促すため、更なる加算の拡充が行われております。

　　当社グループといたしましては、介護保険制度のもと事業活動を行う中
で、今後も予想される制度リスクともいうべき法改正に柔軟に対応しつつ、
当社グループの強みであるリハビリテーションにおける豊富なノウハウを
積極的に活用し、快適、上質なサービスで他社との差別化を目指す考えで
す。また、社会的にも多くの需要が見込まれるリハビリテーションに特化
したサービスをさらに強化し、サービスの向上と業容の拡大を図ってまい
りたいと考えております。

②人材の確保について

　当社グループといたしましては、グループの事業拡大に伴い、サービス
を提供する人材の確保は重要な課題の一つとして認識しております。有資
格者や介護経験の豊富な職員を適正に配置するため、雇用条件の見直しや
働きやすい職場環境を構築することに努めております。また、各種教育研
修プログラムの充実を図ることでサービスの質の向上や優秀な人材の育成
に取り組んでおります。さらに、長期的に介護人材の確保・定着の推進を
図るためには、介護職員が将来展望を持って介護の職場で働き続けること
ができるよう、能力・資格・経験等に応じた処遇が適切になされることが
重要となります。「介護職員処遇改善加算」等を活用して、こうしたキャ
リアパスに関する仕組みを整備・拡充することで、社内の人事考課制度を
さらに充実させる必要があると考えております。

③法令遵守への取り組みについて

　当社グループといたしましては、介護保険制度のもと、介護サービス事
業を営んでいくうえで関係法令を遵守することは勿論、社会的な責務の遂
行や地域での信頼関係を構築することを第一に考えております。また、事
業所での教育指導の徹底を図るとともに、内部監査体制の強化や社員教育、
マニュアルの整備等を行うことで、法令を遵守した適切な事業運営に努め
てまいる所存であります。
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

　当社グループは、主に介護保険法の適用を受ける介護サービス事業を行っ

ております。各事業部門の主なサービスの内容は、以下のとおりであります。

①　デイサービス事業

　デイサービス施設において、介護保険法により認定された要支援者・

要介護者に対して、食事・入浴・機能訓練・日常生活の介助等のサービ

スを提供しております。

②　施設サービス事業

　介護付有料老人ホームにおいて、介護保険法により認定された要支援

者・要介護者に対して特定施設介護サービス計画に基づいて食事・入浴・

排せつ・機能訓練等の日常生活全般をサポートする介護サービスを提供

しております。

③　在宅サービス事業

a　訪問看護・訪問リハビリテーション

　医療保険法・介護保険法の適用を受け、医師の指示書に基づき、看護

師や理学療法士、作業療法士が利用者の自宅に訪問しサービスを提供し

ております。

b　ホームヘルパー

　介護保険法により認定された要支援者・要介護者に対して、介護福祉

士やヘルパー資格保持者が利用者の自宅に訪問し、生活全般にわたる援

助や身体介助のサービスを提供しております。

c　ケアプラン

　介護保険法により認定された要支援者・要介護者に対して、ケアマネ

ージャーが利用者一人ひとりの要望と必要に応じたサービス計画を作成

し適切な介護サービスの選定やマネジメントを行うサービスを提供して

おります。

－ 9 －
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(6) 主要な事業所（平成29年３月31日現在）

①当　社：株式会社シダー

本 社 ： 福岡県北九州市小倉北区大畠

事　業　所

地 域 デイサービス事業 施設サービス事業 在宅サービス事業

　北海道地区 －　施設 3　施設 1　施設

　東北地区 －　施設 2　施設 －　施設

　関東地区 9　施設 13　施設 4　施設

　甲信・東海地区 5　施設 9　施設 1　施設

　関西地区 －　施設 4　施設 －　施設

　中国・四国地区 3　施設 6　施設 3　施設

　九州地区 15　施設 6　施設 15　施設

合 計 32　施設 43　施設 24　施設

②子会社：株式会社パイン

本 社 ： 福岡県福岡市東区和白丘

事　業　所

地 域 デイサービス事業 施設サービス事業 在宅サービス事業

　九州地区 －　施設 2　施設 －　施設

－ 10 －
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(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

全 社 58（ 11）名 ４名増（９名増）

デ イ サ ー ビ ス 事 業 205（306）名 増減なし（14名減）

施 設 サ ー ビ ス 事 業 599（411）名 85名増（６名増）

在 宅 サ ー ビ ス 事 業 158（ 61）名 10名増（２名減）

合 計 1,020（789）名 99名増（１名減）

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び登録社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

973 (744) 名 88名増 (３名減) 42.7歳 5.5年

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び登録社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,978百万円

株 式 会 社 福 岡 銀 行 2,145

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 1,514

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 784

株 式 会 社 十 八 銀 行 559

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 11 －
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２．会社の現況

株式の状況（平成29年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,476,000株

(3) 株主数 1,619名

(4) 大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

高齢社会戦略1号投資事業有限責任組合 3,901千株 34.0％

山 崎 嘉 忠 2,915 25.4

有 限 会 社 タ チ バ ナ 873 7.6

シ ダ ー 取 引 先 持 株 会 627 5.4

座 小 田 　 孝 　 安 574 5.0

シ ダ ー 従 業 員 持 株 会 205 1.7

劉 　 文 江 100 0.8

大 中 佳 文 80 0.6

中 濱 眞 二 65 0.5

宮 崎 達 也 50 0.4

（注）持株比率は自己株式（86株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成29年３月31日現在）

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

－ 12 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長
（ 代 表 取 締 役 ）

山 崎 嘉 忠

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

座 小 田 　 孝 　 安

取 締 役 寺 戸 靖 和 管理本部長

取 締 役 神 田 　 浩
ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社　　
介護・ヘルスケア事業部長

取 締 役 川 野 好 彦 株式会社小倉屋 代表取締役社長

常 勤 監 査 役 二 之 宮 　 さ お り

監 査 役 板 鳥 博 子 板鳥司法書士事務所　所長

監 査 役 大 野 繁 樹
株式会社トータル・メディカルサービス
代表取締役社長

（注）１．取締役神田浩氏及び川野好彦氏は、社外取締役であります。

２．監査役板鳥博子氏及び大野繁樹氏は、社外監査役であります。

３．当社は監査役板鳥博子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。

４．平成28年６月23日開催の第35回定時株主総会において、寺戸靖和氏は取締役、二之宮

さおり氏及び大野繁樹氏は監査役に新たに選任され就任いたしました。

(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　　名 退 任 日 退 任 事 由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

松 尾 　 剛 平成28年６月23日 任期満了 常務取締役管理本部長

寺 戸 靖 和 平成28年６月23日 辞任 常勤監査役

江 口 博 明 平成28年６月23日 任期満了
社外監査役
西部沢井薬品株式会社
代表取締役社長

－ 13 －

会社役員の状況
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 6 名 57,810 千円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） (2) (960)

監 査 役 5 8,670

（ う ち 社 外 監 査 役 ） (3) (1,920)

合 計 11 66,480

（ う ち 社 外 役 員 ） (5) (2,880)

（注）　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

－ 14 －
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(4) 社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該

他の法人等との関係
・取締役神田浩氏は、ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社の介護・
ヘルスケア事業部長を兼務しております。なお、当社は同社グルー
プとの間で、年間46百万円の取引がありますが、取引金額は売上高
の1％未満であることから、同氏の社外取締役としての独立性に影響
を与えないと考えております。

・取締役川野好彦氏は、株式会社小倉屋の代表取締役社長を兼務して
おります。なお、当社は株式会社小倉屋との間に特別な関係はあり
ません。

・監査役板鳥博子氏は、板鳥司法書士事務所の所長を兼務しておりま
す。なお、当社は板鳥司法書士事務所との間に特別な関係はありま
せん。

・監査役大野繁樹氏は、株式会社トータル・メディカルサービスの代
表取締役社長を兼務しております。なお、当社は株式会社トータ
ル・メディカルサービスとの間に特別な関係はありません。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該
他の法人等との関係
・重要な兼職はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

活動状況

取締役　神田　浩 当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に出席いたしまし

た。保険会社で培われた業務経験と豊富な知見と高い見識に基づき、

取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を

行っております。

取締役　川野好彦 当事業年度に開催された取締役会17回のうち12回に出席いたしまし

た。長年の会社経営者としての実務経験等から意見を述べるなど、取

締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行

っております。

監査役　板鳥博子 当事業年度に開催された取締役会17回のうち６回及び監査役会４回の

うち３回に出席いたしました。司法書士として法律の専門家としての

見地から意見を述べるなど、取締役会及び監査役会において、意思決

定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

監査役　大野繁樹 社外監査役就任後に開催された取締役会14回のうち８回及び監査役会

３回のうち２回に出席いたしました。主に企業経営などの分野におけ

る豊富な経験と高い見識に基づき、取締役会及び監査役会において、

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております

－ 15 －
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

22,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの

で、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、必要な検討を行った結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第１項の

同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案

を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提

出いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

－ 16 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1)業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内

容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

イ．　当社は、企業行動指針を定め、リスク管理及びコンプライアンスに

関する体制を全体に統括する組織として、社長を委員長とするコンプ

ライアンス・リスク管理委員会を設置しております。

ロ．　コンプライアンスに関する体制を整備するため、コンプライアンス

管理規程を定め、周知・徹底することとしております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る文書その他の情報について、法令及び文書・情

報に係る社内規程に従い、適切に保存・管理を行うこととしております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．　当社の経営に重大な影響を及ぼす全社のリスクを把握し管理を行う

ため、リスク管理規程を定め、社長を委員長とするコンプライアンス・

リスク管理委員会を設置しております。

ロ．　リスク管理規程に基づき、リスク管理に関する体制にかかる最高責

任者及び各部門内のリスク管理に係るリスク管理責任者及びリスク管

理担当者を定め、リスクを適時に認識・把握し、適切な対応を行うこ

ととしております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会を月１回定時に開催し、また必要に応じて適宜臨時に開催し、

法定事項のほか、業務執行に関する基本事項・重要事項の方針について決

定しております。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制
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⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

イ．　当社の内部監査部門は、定期的に子会社の業務監査を行うことに加

えてコンプライアンス・リスク管理体制等に関しましても監査を実施

し、その結果を代表取締役社長及び常勤監査役に報告することとして

おります。

ロ．　子会社の経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役

会に報告し、承認を得て行うこととしております。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

イ．　監査役の求めにより、監査役の職務を補助すべき使用人として、監

査役補助者を設置することができることとしております。

ロ．　取締役からの独立性を確保するため、監査役補助者の人事等につい

ては、監査役と事前に協議し決定することとしております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

イ．　取締役または使用人は、監査役に対して、法定事項のほか、当社に

重大な影響を及ぼす職務の執行の状況について報告しております。

ロ．　当社グループの取締役および使用人は、法令に従い、会社に著しい

損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき、または不

正事故等が発生したときは、ただちに当社監査役に報告することとし

ております。

ハ．　監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席し、業務の執行に関す

る重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明

を求めることとしております。

ニ．　監査役は、当社の会計監査を行う監査法人から会計監査内容につい

て説明を受けるとともに、情報の交換を行う等連携を図っております。

⑧　当社監査役へ報告した者が報告を理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

　当社は、当社監査役へ報告を行った当社グループの取締役および使用人

に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁

止し、その旨を当社グループの取締役および使用人に周知徹底することと

しております。

－ 18 －
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⑨　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

　当社監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請

求を行った場合、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等の処理を行

う。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

　当社は、企業行動指針及びコンプライアンス管理規程を定め、すべての役

職員が法令及び定款に則って行動するよう周知・徹底しております。また、

リスク管理及びコンプライアンスに関する体制を全体に統括する組織として、

社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、法令義

務違反が発生した場合または発生するおそれのある場合は厳正な調査を行い、

客観的な事実関係を見極め、適切な処理方法を選択するとともに、再発防止

を図っております。

７．会社の支配に関する基本方針

　買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。

－ 19 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,135,851

680,814

2,159,170

81,578

216,404

△2,115

14,907,401

12,090,592

4,677,481

3,992

129,364

2,193,676

4,520,003

566,073

71,571

62,990

8,581

2,745,236

148,897

2,196,762

402,209

△2,632

流 動 負 債 5,331,529

買 掛 金 241,697

短 期 借 入 金 3,320,000

１年内返済予定の長期借入金 652,048

リ ー ス 債 務 142,635

未 払 金 126,946

未 払 費 用 305,361

未 払 法 人 税 等 56,850

預 り 金 52,600

前 受 収 益 237,133

賞 与 引 当 金 182,521

そ の 他 13,735

固 定 負 債 11,823,227

長 期 借 入 金 5,112,003

リ ー ス 債 務 5,417,856

繰 延 税 金 負 債 20,027

退職給付に係る負債 333,360

資 産 除 去 債 務 98,419

そ の 他 841,562

負 債 合 計 17,154,757

純 資 産 の 部

株 主 資 本 888,596

資 本 金 432,280

資 本 剰 余 金 308,030

利 益 剰 余 金 148,302

自 己 株 式 △16

その他の包括利益累計額 △100

退職給付に係る調整累計額 △100

純 資 産 合 計 888,495

資 産 合 計 18,043,252 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,043,252

－ 20 －
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連 結 損 益 計 算 書

（ 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,733,681

売 上 原 価 11,673,151

売 上 総 利 益 1,060,530

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 915,194

営 業 利 益 145,336

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12,115

受 取 賃 貸 料 13,279

そ の 他 15,188 40,583

営 業 外 費 用

支 払 利 息 309,778

そ の 他 12,868 322,646

経 　  常 　  損 　  失 （ △ ） △136,726

税金等調整前当期純損失（△） △136,726

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,686

法 人 税 等 調 整 額 △15,423 1,262

当 　 期 　 純 　 損 　 失 （ △ ） △137,988

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △137,988
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連結株主資本等変動計算書

( 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで )

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 432,280 308,030 286,290 △16 1,026,584

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △137,988 △137,988

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － △137,988 － △137,988

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 432,280 308,030 148,302 △16 888,596

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,856 1,856 1,028,440

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △137,988

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

△1,956 △1,956 △1,956

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △1,956 △1,956 △139,945

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △100 △100 888,495

－ 22 －
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の状況

・連結子会社の数 　１社

・連結子会社の名称 　株式会社パイン

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

① 固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。

　主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物及び構築物　…………７～41年

工具、器具及び備品　……２～20年

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年均等償却によっております。

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産 （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を適用しております。

② 引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金 　当社及び連結子会社の従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

③ のれんの償却方法及び償却期間

　定額法による５年均等償却によっております。
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④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る負債の

計上基準

　退職給付に係る負債は、当社及び連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、発生時の翌連結会計年度に全額

費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

　なお、固定資産に係る控除対象外消費税は、投資その

他の資産「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っ

ております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。

　この結果、当連結会計年度の営業利益は17,953千円増加し、経常損失及び税金等調整前当

期純損失はそれぞれ17,953千円減少しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物及び構築物 4,454,904千円

土地 1,906,199千円

計 6,361,104千円

② 担保に係る債務

短期借入金 736,430千円

１年内返済予定の長期借入金 570,877千円

長期借入金 5,038,196千円

計 6,345,503千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,018,519千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 11,476,000株 －株 －株 11,476,000株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 86株 －株 －株 86株

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

　該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる

もの

　該当事項はありません。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、営業に係る運転資金を銀行借入により調達しております。

資金運用につきましては、安全性の高い金融資産で運用する方針であります。

また、デリバティブの利用もなく、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、当社グループの債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

敷金及び保証金は、契約締結時に賃貸人等に対して差し入れたものであり、差入先

ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり

ます。

借入金及びリース債務は、主に短期的な運転資金及び設備投資資金の調達を目的と

したものであり、償還日は最長で決算日後29年であります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

があります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 680,814 680,814 －

(2) 売掛金 2,159,170 2,159,170 －

(3) 敷金及び保証金 2,196,762 2,202,629 5,867

資産計 5,036,746 5,042,614 5,867

(1) 買掛金 241,697 241,697 －

(2) 短期借入金 3,320,000 3,320,000 －

(3) 未払金 126,946 126,946 －

(4) 未払法人税等 56,850 56,850 －

(5) 預り金 52,600 52,600 －

(6) 長期借入金（※１） 5,764,051 5,764,051 －

(7) リース債務（※２） 5,560,491 6,094,753 534,262

負債計 15,122,636 15,656,898 534,262

（※１）流動負債の１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

（※２）流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

－ 26 －
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（注）金融商品の時価の算定方法

資　産

（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

（3）敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、契約期間による償還予定に基づく将来キャッシュ・

フローを、合理的に見積もられた割引率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

負  債

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金、（4）未払法人税等、（5）預り金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

（6）長期借入金

長期借入金はすべて変動金利であり、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

（7）リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 77円42銭

(2) １株当たり当期純損失 △12円02銭

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

８．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,936,359

589,719

2,059,715

78,830

209,939

△1,845

14,409,383

11,478,840

4,227,723

100,827

3,992

118,159

1,964,056

4,498,007

566,073

70,625

62,044

8,581

2,859,917

117,000

148,897

2,197,209

399,443

△2,632

流 動 負 債 5,179,954

買 掛 金 232,724

短 期 借 入 金 3,270,000

１年内返済予定の長期借入金 600,375

リ ー ス 債 務 138,608

未 払 金 123,867

未 払 費 用 289,180

未 払 法 人 税 等 56,850

預 り 金 46,586

前 受 収 益 236,706

賞 与 引 当 金 174,824

そ の 他 10,231

固 定 負 債 11,300,123

長 期 借 入 金 4,663,158

リ ー ス 債 務 5,398,354

繰 延 税 金 負 債 20,071

退 職 給 付 引 当 金 316,558

資 産 除 去 債 務 98,419

そ の 他 803,562

負 債 合 計 16,480,077

純 資 産 の 部

株 主 資 本 865,664

資 本 金 432,280

資 本 剰 余 金 308,030

資 本 準 備 金 308,030

利 益 剰 余 金 125,370

利 益 準 備 金 1,000

その他利益剰余金 124,370

繰越利益剰余金 124,370

自 己 株 式 △16

純 資 産 合 計 865,664

資 産 合 計 17,345,742 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,345,742
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損　益　計　算　書

（ 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,134,872

売 上 原 価 11,156,022

売 上 総 利 益 978,850

販売費及び一般管理費 832,627

営 業 利 益 146,222

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12,113

受 取 手 数 料 6,000

受 取 賃 貸 料 7,928

そ の 他 14,417 40,459

営 業 外 費 用

支 払 利 息 308,299

そ の 他 12,862 321,161

経　  常　  損　  失（△） △134,479

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △134,479

法人税、住民税及び事業税 13,723

法 人 税 等 調 整 額 △15,216 △1,493

当　期　純　損　失（△） △132,986
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株主資本等変動計算書

（ 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

純 資 産
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 432,280 308,030 308,030 1,000 257,357 258,357 △16 998,651 998,651

当 期 変 動 額

当期純損失（△） △132,986 △132,986 △132,986 △132,986

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △132,986 △132,986 － △132,986 △132,986

当 期 末 残 高 432,280 308,030 308,030 1,000 124,370 125,370 △16 865,664 865,664

－ 30 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法によっております。

　主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物　………………………７～41年

工具、器具及び備品　……２～20年

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年均等償却によっております。

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を適用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事

業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異については発生時の翌事業年

度に全額費用処理しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理 　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の

会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。

　(5) 消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

　なお、固定資産に係る控除対象外消費税は、投資その

他の資産「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っ

ております。

－ 31 －

個別注記表



2017/06/01 10:47:12 / 16267095_株式会社シダー_招集通知

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

　この結果、当事業年度の営業利益は17,474千円増加し、経常損失及び税引前当期純損失は

それぞれ17,474千円減少しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物 4,120,759千円

土地 1,676,579千円

計 5,797,339千円

② 担保に係る債務

短期借入金 736,430千円

１年内返済予定の長期借入金 519,204千円

長期借入金 4,589,351千円

計 5,844,985千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,723,892千円

(3) 保証債務

　子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

株式会社パイン 313,874千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

長期金銭債権 1,095千円

短期金銭債務 10,843千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上原価 123,111千円

販売費及び一般管理費 16,075千円

営業取引以外の取引による取引高 16,883千円

－ 32 －

個別注記表
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 86株 －株 －株 86株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 53,583千円

退職給付引当金 96,308千円

その他 145,871千円

小計 295,763千円

評価性引当額 △ 211,416千円

繰延税金資産合計 84,347千円

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 25,588千円

繰延税金負債合計 25,588千円

繰延税金資産の純額 58,759千円

－ 33 －

個別注記表
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

　　主として施設サービス事業における事業所建物（建物）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「(2)固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っており、その内容は以下のとおりであります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

建 物 3,955,945千円 1,795,465千円 2,160,480千円

合 計 3,955,945千円 1,795,465千円 2,160,480千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 148,743千円

１年超 2,743,640千円

合計 2,892,383千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 356,748千円

減価償却費相当額 175,908千円

支払利息相当額 200,372千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

－ 34 －

個別注記表
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種 類

会 社 等
の 名 称
又 は 氏
名

資本金又
は出資金
(千円)

事 業 の
内 　 容
又 は 職 業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子 会 社
株式会社
パイン

40,000
介護付有料
老人ホーム
の 運 営

所有
直接

　　100
役員の兼任

債務保証
（注）

313,874 － －

(注）銀行借入につき保証を行ったものであり、取引金額は平成29年３月末時点の残高でありま

す。

(2) 役員及び個人主要株主等

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

議決権等の
所 有
（被所有）割
合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及
びその
近親者

松 尾  剛
被所有

直接0.4
当社　相談役

資金の貸付（注） 15,000 ― ―

資金の回収（注） 15,000 ― ―

利息の受取（注） 48 ― ―

(注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付について、利率は市場金利等を勘案して決定しており、担保は受け入れており

ません。返済条件については期間３年、毎月分割返済としておりましたが、松尾剛氏が連

結子会社株式会社パインの役員を退任したことを契機に全額の返済を受けております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 75円43銭

(2) １株当たり当期純損失 △11円59銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

11．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しております。

－ 35 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月15日

株式会社 シ ダ ー

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 野 宏 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 室 井 秀 夫 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社シダーの平成28年４月１日
から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社シダー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 36 －

連結会計監査報告書
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月15日

株式会社 シ ダ ー

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 野 宏 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 室 井 秀 夫 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社シダーの平成28年４
月１日から平成29年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 37 －

個別会計監査報告書
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第36期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。
　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成29年５月25日

株 式 会 社 シ ダ ー 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 二 之 宮 さ お り 

社 外 監 査 役 板 鳥 博 子 

社 外 監 査 役 大 野 繁 樹 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件

１. 変更の理由

　平成２７年４月の介護保険制度改正により、「介護予防・日常生活支援総合事

業」が開始されました。制度改正にあわせ、当社の事業の多様化を図り、要支援

及び自立の方に必要なサービスを提供していくために、第２条（目的）について、

所要の変更を行うものであります。

２. 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

　（下線部分は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

（目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むこ
とを目的とする。

　１．介護保険法に基づく事業
（１）～（２）　（省略）
（３）居宅介護支援事業及び総合事

業の第一号介護予防支援事業

（４）　（省略）
（５）介護予防サービス事業

①総合事業の第一号訪問介護事業
②～④　（省略）
⑤総合事業の第一号通所介護事業
⑥～⑩　（省略）

（新設）

（新設）

（６）～（８）　（省略）

（目的）

第２条　　（現行どおり）

　１．  　（現行どおり）
　（１）～（２）　（現行どおり）
　（３）居宅介護支援事業

　（４）　（現行どおり）
　（５）　（現行どおり）
　①介護予防訪問介護
　②～④　（現行どおり）
　⑤介護予防通所介護
　⑥～⑩　（現行どおり）

　（６）介護予防・日常生活支援総合
事業の介護予防・生活支援サ
ービス事業

　①第１号訪問事業
　②第１号通所事業
　③第１号生活支援事業
　④第１号介護予防支援事業
　（７）介護予防・日常生活支援総合

事業の一般介護予防事業

　（８）～（10）　（現行どおり）
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第２号議案　取締役１名選任の件

取締役　川野好彦氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠

として取締役１名の選任をお願いするものであります。なお、本総会において選

任された取締役の任期は、当社の定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満

了する時までとなります。

取締役候補者は、次の通りであります。

氏　　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数

中 村 儀 成

（昭和39年10月６日生）

 
昭和61年４月　医療法人財団池友会　小文字病

院　入職
 

昭和63年３月　医療法人医和基会　牧山中央病

院　入職
 

平成20年４月　学校法人福岡保健学院小倉リハ

ビリテーション学院　入職
 

平成20年９月　ＮＰＯ法人列島会　理事長就任

（現任）
 

平成23年９月　特定非営利活動法人ゆとり　理

事長就任　（現任）

（重要な兼職の状況）

ＮＰＯ法人列島会　理事長（現任）

特定非営利活動法人ゆとり　理事長（現任）

－株

（注）１．中村儀成氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．中村儀成氏は、社外取締役候補者であります。

３．中村儀成氏を社外取締役候補者とした理由は以下の通りであります。

中村儀成氏は、会社経営の実務経験はございませんが、ＮＰＯ法人で

の老人介護・障がい者支援事業に関する幅広い見識と経験を有してお

り、その高い見識と経験を当社の事業全般に対して反映していただく

とともに、客観的かつ独立性をもって取締役を監視していただくのに

適任であり、社外取締役としても適切に職務を遂行していただけると

判断し、選任をお願いするものであります。

以　上
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＜メモ欄＞
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＜メモ欄＞
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株主総会会場ご案内図

会　場　　福岡県北九州市小倉北区浅野１丁目１番１号

ステーションホテル小倉（ＪＲ小倉駅ターミナルビル）

電話（093）541－7111
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